




































































































































































l記7大阪府 洪水志 大阪府 淀川洪水






1892愛知県警察部 明治24年10月28日麓災記録 愛知県蕃察部 濃尾地震
1896新潟県 新潟県水災状況 新潟県 信濃川洪水
1897力巌手県 巌手県海翰誌 巌手県 明治三陸地震
1897山方石之助 秋田震災誌 秋田震災救済会 陸羽地震 秋田震災救済会は、秋田県と地域の有力者による組織
1897愛知県 愛知県風水災概況 愛知県 暴風雨
1900神奈川県測候所 明治32年10月7日狂涛被害記事神奈川県測侯所 暴風雨




l"3宮城県 宮城県海囑誌 宮城県 明治三陸地震
1907台湾総督府 嘉義地方震災誌 台湾総督府民政部緯務局 嘉義地震
1912埼玉県 埼玉県水害誌 埼玉県 洪水
1912群馬県邑楽郡 群馬県邑楽郡水害誌明治43年 群馬県邑楽郡 洪水
1912富山県 富山県水害誌明治43年 富山県 洪水
1912宮下琢磨ほか 埴科水害誌 埴科郡役所 洪水
1913(百間村） 百間村水害誌 (百間村） 洪水
1913新潟測候所 暴風雨卜大水災(大正2年8月27，8日） 新潟測候所 暴風雨
1917杵島郡役所 杵蝿郡高潮災害志 佐賀県杵鶴郡 高潮
1917新潟測候所 水災記要一大正6年10月1日と水害一
の馳風 新潟測候所 暴風雨
1918大漂郷村役場 大澤郷村震災誌 大瀞郷村役場 仙北地震 大沢郷村が加藤靖郎に嘱託
1918千葉県東葛飾郡 大正6年暴風海職惨害誌 東葛飾郡役所 津波
1920青森市 青森市火災誌 青森市 火災
1921京都府熊野郡 熊野郡水災志 京都府熊野郡 洪水







1924鮮岡県 静岡県大正震災誌 鮮岡県 関東大震災




1924保田町役場 保田町震災誌 保田町役場 関東大震災
1924国府村 安房郡国府村震災誌 国府村 関東大震災
1924野視庁 大正大震火災誌 警視庁 関東大震災
1924番視庁消防部 帝都大正震火記録 警視庁消防部 関東大震災
1924東京通信局 大震災記 東京通信局 関東大震災
1925東京府 東京府大正震災誌 東京府 関東大震災
1925東京市赤坂区役所 赤坂区震災誌 東京市赤坂区役所 関東大震災
1925東京市役所庶務課 東京大正震災誌 東京市役所 関東大震災
1925東京市電気局 東京市憶気局震災誌 東京市電気局 関東大震災
1925淵江源治 八王子市大正震災誌 八王子市 関東大鍵災 淵江源治は八王子市職員
1925滝田村力 安房郡滝田村震災誌 滝田村力 関東大震災
1926東京市役所 東京震災録 東京市役所 関東大震災
1926内務省社会局 大正震災志 内務省社会局 関東大震災
1926北郷村役場 大正匪災誌 北郷村役場 関東大震災 北郷村番記小野六三郎が編纂担当者
1926千葉県安房郡役所 安房震災誌 千葉県安房郡役所 関東大震災
1926横浜市役所市史編





1926兵庫県 北但震災誌 兵庫県 北但馬地震
1927神奈川県 神奈川県震災誌 神奈川県 関東大震災 附録あり
1927鉄道省 国有鉄道震災誌 鉄道省 関東大震災
1927峰山町 峰山町大震災誌 峰山町震災儲發行所 北丹後地震
1927鹿児島県 桜島大正噴火誌 鹿児島県 桜島噴火
1928京祁府学務部社会課 奥丹後鍵災誌 京都府 北丹後地震
京都府震災救護事務嘱託山崎
房蔵が綱纂担当者




1929長野県 大正12年長野県震災誌一関東震災と長野県一 長野県 関東大震災
長野県社会教育主事山口菊十
郎が編纂担当者




1930鎌倉町 鎌倉震災誌 鎌倉町 関東大震災 主事小坂藤吉が編纂担当者
1930東京市日本橋区 復興記念 東京市日本橋区 関東大震災
1930復興鯛壷協会 帝都復興史附横浜復興記念史 興文堂密院 関東大震災 全3冊
1930東京市千桜尋常小学校 復興記念 関東大震災
1931静岡県替察部 駿百霞災諺 静岡県審察部 北伊豆地震









1932横浜市 横浜復興誌 横浜市 関東大震災 全4編























1933沖縄県宮古支庁 沖縄県宮古郡災害復興記念誌 沖縄県宮古支庁 暴風雨
1933小阪香雲 三木町水災誌 三木町役場 洪水
1934浜本餌賓 大正8年福山水害誌 福山水害麓刊行会 福山大水害
福山市が郷土史家浜本翻賓に
委嘱して縄纂
1934中津町 中津町の水害と復興誌 中津町 洪水
1934岩手県知事官房 岩手県昭和震災誌1～5 岩手県知駆官房 昭和三陸地震
1935宮城県 宮城県昭和震職誌 宮城県 昭和三陸地震
1935兵庫県 昭和9年風水害誌 兵庫県 室戸台風
1935石川県 昭和9年石川県水害誌 石川県 洪水






1935大阪市 大阪市風水害誌 大阪市 暴風雨
1935大阪市教育会 大風水災学園美績 大阪教育会 暴風雨
1936京都市役所 京都市水害誌 京都市役所 暴風雨
1936茨城県 昭和10年茨城県水害誌 茨城県 洪水
1936堺市 堺市風水害誌 堺市 暴風雨
1936大阪府 大阪府風水害誌 大阪府 暴風雨
1936高梁町 昭和9年風水害誌 高梁町 暴風雨
近代日本における災害のアーカイプズ化（宮間）
燕1本麦は、国立研究開発法人防災科学技術研究所｢災将年表マップ」(http://du･dbbosaigQjp/saigai/)や各自治体･中央気象台など発行の災智年表、



































県学務部社会 昭和10年群馬県風水害誌 群馬県学務部社会課 洪水
1938新竹州 昭和10年新竹州鍵災麓 新竹州 新竹･台中地震
1938台湾総督府 昭和10年台湾震災謎 台湾総督府 新竹･台中地震
1939術山県 昭和13年9月氷見町大火災書誌 富山県 氷見町大火災
1939神戸市 神戸市水害誌 神戸市 阪神大水害
1939篠原協磯会 篠原水害麓 篠原協議会 阪神大水害
1939
??




1939甲南尋常小学校 甲南小学校水災記念麓 甲南尋常小学校 阪神大水害
1940兵庫県救済協会 昭和13年兵匝県水害麓 兵庫県救済協会 阪神大水害 兵庫県が兵庫県救済協会に委嘱して編纂
1940鹿児島県 昭和13年肝属地方風水害麓 鹿児島県 暴風雨













1944愛知県 震災記録 愛知県 昭和東南海地震
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































学習院 大麓火災罹災者救麗 I務擬況報告 大臣官房庶務課｢震災録4大正12年」
宮内省巡回救療旺 (巡回救豪遜事梁状況報告） 大臣官房庶務調震災録4大正12年」
皇后宮載 皇后宮行啓録 大臣官房庶務課｢震災録4大正12年」
宮内省巡同救鰹斑 宮内省巡回救療遜報告害 大臣官房庶務調震災録大正12～13年」
侍医寮囲時診療所本部 日誌 大臣官房庶務課｢震災録大正12～13年」
近代日本における災害のアーカイプズ化（宮間）
書とともに図書寮に送られ､まとめて簿冊に装丁されて現在に伝来している71)。宮内省の場合、
公文書から得られた情報によって作成された報告書を集めるという方法をとらずに、原本を収
集したことが特筆すべき点である。その結果として、省内の各部局で作成された鍵災関係文書
が一括して保存されることになった。図書寮において一元的に公文書を管理していた宮内省特
有のケースとも考えられるが、ここからは災害誌の編纂が公文書の管理に影響したことが指摘
できよう泥)。
関東大震災後におけるいくつかの事例から判明するのは、行政組織が編纂する災害誌は、主
としてほぼ同時期に作成された現用文書を材料としており、編纂過程においてそれぞれが公文
書の作成・収集・保存に何らかの影響を与えていることである。災害誌の編纂と災害関係の公
文書管理は表裏一体の関係にあったといえよう。
おわりに
本稿では、近代日本において行政組織が編纂した災害誌に関する基礎的な分析を行った。最
後に、本稿で明らかとなった点をまとめる。
明治期以閏こおける行政組織の災害誌編纂事業は、 1880年代後半から確認できた。特に、大
規模な地震災害となった濃尾地震以来現在に至るまで、同種の事業が大きな災害が起こるたび
に行われてきた。その中でも、非常に多くの災害誌が編まれたのは関東大震災であった。関東
大震災は、災害誌編纂史上の画期となった出来事といえる。
関東大震災を含む災害誌の構成・内容からは、①災害誌が皇室の「恩賜」並びに外部機関・
個人による義損活動に対する説明責任を果たすこと、②被災民に対して行政が十全に対応した
と証明すること、 という行政組織の二つの政治的意図が読み取れた。そのため、災害時の「恩
賜」が定例化し、義損活動が定着・拡大するのに比例して、災害誌の数は増え、 1冊の頁数は
増してゆく。かつて無いほど多額の「恩賜金」が配布され、義損活動力嘱開した関東大震災で
は、それだけ多くの災害誌が生み出された、 という側面が指摘できる。
それら関東大震災の災害誌のうちいくつかの事例からは、主に自己が生成した公文書を材料
として災害誌が編纂されていることを確認した。その過程では、災害対応に関係する公文書の
収集・把握・整理およびデータの抽出・集約が行われた。東京市のように災害の記憶を記録化
しようとする意識が、公文書の作成にプラスの影響を与えたケースもあった。また、非公開の
災害誌ではあるが宮内省では編纂事業を行ったことにより、公文書が集中管理され、現在にま
とまって伝来している。
本稿によって、災害誌の大まかな系譜とその性格・問題点、近代における災害誌の編纂と公
71）大臣官房庶務課「震災録2～4大正12年」（宮内庁宮内公文書館蔵、 10369-2～4)、大臣官房庶務
課「震災録大正12～13年」（宮内庁宮内公文書館蔵、 12849)。
72）宮内省における公文書管理および図書寮の変遷については、堀口修『宮内省の公文書類と図番に
関する基礎的研究」 （創泉堂出版、 2011年)、宮間純一「宮内省・宮内府・宮内庁の組織に関する
基礎的研究（1）図書寮・書陵部における官制・事務分掌の歴史的変遷」 （『香陵部紀要」64，2013
年）など参照。
－37－
国文学研究資料館紀要アーカイプズ研究篇第13号（通巻第48号）
文書の作成・収集・保存の関係の一端が明らかとなった。民間における災害誌の編纂や戦後か
ら現在の災害誌については、別途検討しなければならない課題として残されている。しかしな
がら、本稿の分析から現在／将来の災害記憶のアーカイプズ化、災害誌編纂事業にいくつかの
問題提起ができるであろう。少なく･とも、 「関東大震災の後に内務省が「大正震災志」という
記録を残したが､そういうことをきちんとやっていくということはとても大事である｣滝)といっ
た認識から、安易に過去の事業をトレースするのではなく、前例の問題点を検証した上で行政
組織における災害誌の編纂と公文書管理のあり方を議詮しなくてはならないことは明らかであ
る。
以下に2点だけ、思いつくままに災害誌編纂上の課題を述べておきたい。
一つに、編纂過程の透明化である。従来の行政主導の災害誌は、あくまでも行政刊行物であ
り、権力･行政にとって都合の悪い事実は記載されず、翻って功績は強調される傾向にあった。
明治以来の事例と比較して現在そうした恋意性は薄れているものの、無くなったわけではない
ようにみえる。最近刊行された災害誌でも、自治体の長の功績を誇張する記事などは発見でき
る。このような問題を払拭するためには、災害誌の刊行とともにその証拠材料となる公文書は
もちろん、編纂事業の過程を計画段階から明確にする公文書をあわせて保存・公開することが
肝要となる。
いま一つに、災害誌の編纂と公文書保存の関係である。災害誌の編纂が優先されると、 「一
次資料」の保存がないがしろにされてしまう、 という危険性は十分に理解できる。だが、良い
方向に作用した場合、災害誌の編纂がきっかけとなって詳細な事実を明らかにしうる公文書が
伝来した過去の事例を確認できた。そのように、編纂事業が「一次資料」の保存に大きな役割
を果たすこともある。だが、一方で災害誌が有する政治的な目的に公文書の管理が誕生段階か
ら束縛される恐れもある。災害誌編纂事業は、災害関係のアーカイプズの伝来に正負両方の影
響を及ぼしうるのである。
以上のような問題を軽減し、災害誌編纂事業と公文書管理が良い関係を築くためには、相互
にポジティブな影響を与えることができる体制を、一定の権限を与えられたアーキビストが中
心となり公文書・災害誌を利用するであろう研究者・市民の視点からあらかじめ定めておくな
どの方策が考えられる。いずれにしても、現在も進められている行政機関による災害誌の編纂
のあり方は敗戦前のそれと類似する問題を抱えているように見える。過去の事業を検証し、一
度立ち止まって見直す必要があるのではないか。
上記以外に、行政の災害誌編纂における民間所在資料の収集・保存・公開、市民との共同事
業などの問題点も残るが、本稿の分析の範畷を超えるので、以上を指摘して掴筆したい。
[付記]本稿の執筆にあたっては､各資料所蔵機関のみなさまに大変お世話になりました。特に、
神奈川県立公文書館での資料調査にあたって、平尾直樹さんには多大なご協力をいただきまし
た。記して感謝申し上げます。
73）「中央防災会議「防災対策推進検討会議」 （第12回）議事要旨について」の「議事概要｣。http://
www・bousai.go.jp/kaigirep/chuobou/suishinkaigi/12/index.htmlhttp://www.bousai.go.jp/
kaigirep/chuobou/smshinkaigi/12/mdex.html
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